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直轄の道路土工、舗装工、河川土工の各工事において、大規模の工事では2010 年度までに、中・小規模の工事では

2012 年度までに、情報化施工を標準的な施工・施工管理方法として位置づける。

１．１ 情報化施工推進戦略の重点目標と達成状況

（達成状況）

• 2010年8月に技術毎の普及状況等を勘案し、「情報化施工技術の一般化・実用化の推進について」をとりまとめた。一般

化推進技術である「MC技術（モータグレーダ）」、「TS出来形（土工）」については、平成25年度より一般化を目標として

おり、平成23年度直轄工事での各技術の活用率は44.1％、38.8％となり、平成24年度は半数を超える見通しとなってい

る。実用化検討技術である「MC/MG技術（ブルドーザ）」、「MG技術（バックホウ）」、「TS･GNSS締固め」は早期実用化

に向けて検討を進めており、平成23年度直轄工事での各技術の活用件数は45件、40件、90件となっている。

•標準的な施工・施工管理方法として採用できるように、2011年度にTS出来形（土工）、TS･GNSS締固め、TS出来形（舗

装工）に関する施工管理要領、監督・検査要領を策定・改定し、2012年度より運用を開始している。
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① 情報化施工の普及に関する重点目標

対象技術 対象 策定・改定された要領の名称

TS・GNSS
締固め管理

監督・検査 TS・GNSSを用いた盛土の締固め管理の監督・検査要領

施工管理 TS・GNSSを用いた盛土の締固め管理要領

TS出来形
（土工）/(舗装工）

監督・検査
TSを用いた出来形管理の監督・検査要領
（河川土工編）/（道路土工編）/（舗装工事編）

施工管理 TSを用いた出来形管理要領 （土工編）/（舗装工事編）

MC技術(モータグレーダ) TS出来形（土工）

平成22年度 平成23年度 平成22年度 平成23年度

目
標

活用工事件数（件）

活用率（％）
30～40件

（14.0～18.6%）
－

30.0%以上
150～200件
(11.4～15.2%)

－
27.0%以上

実
績

活用工事件数（件）

活用率（％）
55件
25.6%

71件
44.1%

225件
17.1%

372件
38.8%

※ 活用率＝活用工事件数／対象工事件数
※ MC技術（ﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀﾞ）の対象工事は、路盤工を含むＡランク、5,000㎡以上の路盤工を含むＢランクの舗装工事。

※ TS出来形（土工）の対象工事は、1,000m3以上の河川土工、道路土工を含む工事。

一般化
推進技術

実用化
検討技術



情報化施工機器を容易に装着できるオプション設定機種を拡大する。さらに、重点目標①の実現のために必要となる

情報化施工機器を搭載した建設機械（ブルドーザ、グレーダ、油圧ショベル）の普及を図る。

１．２ 情報化施工推進戦略の重点目標と達成状況
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② 機器・システムの普及に関する重点目標

（達成状況）

•建設機械メーカと測量機器メーカの連携により、建設機械は購入時

と購入後のいずれの場合でも情報化施工機器を容易に装着でき

る機種が普及している。

• MC技術（モータグレーダ）は約５割、MC/MG技術（ブルドーザ）は

約６割、MG技術（バックホウ）は約７割、TS・GNSS締固めは約８割

が“レンタル/リース”により機器を調達している。TS出来形（土工）

は約６割が“購入（自社持ち）”している。

•今後の活用工事の増加に向けて、機器・システムの普及を継続的

に図る必要がある。

※レンタル可能台数は、リース・レンタル会社220社（支店等の重複を含む）のうち情報化施工機器を保有していると回答のあった23社を対象に調査した結果（H24年9月時点：調査への回答は13社）。
※MC/MG技術（ブルドーザ）について、TS・GNSS締固めシステムと兼用するMG技術はTS・GNSS締固めシステムのレンタル可能台数として整理している。

公共工事（国土交通省発注工事）における技術の調達方法に関する割合

※平成24年度国土交通省調べ：下記団体の企業会員（計409社）を対象に、平成23年
度に情報化施工技術を活用した工事について、技術の調達方法を調査した結果。
(一社)全国建設業協会、(一社)日本機械土工協会、(一社)日本建設機械施工協会、
(一社)日本道路建設業協会、(社)日本建設業連合会

MC技術（モータグレーダ） MC/MG技術（ブルドーザ） MG技術（バックホウ） TS･GNSS締固め

レンタル可能台数
（平成24年度調査）

60台程度 130台程度 60台程度 180台程度



１．３ 情報化施工推進戦略の重点目標と達成状況
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③ 人材育成に関する重点目標

重点目標①の実現のために必要となる情報化施工機器・システムに対応できる人材を育成する。（2012年度までに

1,000人以上）

（達成状況）

•地方整備局等による職員向けの研修・講習会、（一社）日本建設機械施工協会の研修制度など、官民ともに人材の育成

を進めており、目標である1000名以上の技術者が情報化施工に関する研修・講習を受講している。

※H24.1時点の集計結果

座学（発注者）の例
（概要、要領、監督検査）

地方整備局等における情報化施工研修会・講習会

実技（発注者）の例
（ＴＳ出来形計測実習）

座学（施工者）の例
（概要、要領、データ作成）

実技（施工者）の例
（設定・MC/MGによる模擬施工）

28 311 316 320 171 
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（一社）日本建設機械施工協会の情報化施工研修会（有償）の受講者数
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２．１ 情報化施工推進戦略の28課題と達成状況（課題1,3）

課 題 対応方針（情報化施工推進戦略より）

1.施工管理要領やマニュ
アルの整備

試験施工等により従来の施工管理手法と比較・検証し、所要の品質を維持しつつ施工及び施工管理の効
率化が可能となる、必要な要領・マニュアル類を策定する。（一部策定済み）

3.施工管理、監督・検査
の合理化

従来施工と情報化施工の施工管理の相関性を検証した上で、情報化施工による施工管理手法を活用した
監督・検査手法を検討するとともに、一部の工事において試行し、基準の見直しを含め本格的導入に向け
た課題を整理する。

工事発注者の課題

成 果

対象技術 対象 策定／改定 策定・改定された要領の名称

TS・GNSS締固め管理
監督・検査 策定 TS・GNSSを用いた盛土の締固め管理の監督・検査要領

施工管理 改定 TS・GNSSを用いた盛土の締固め管理要領

TS出来形（土工）
監督・検査 改定

TSを用いた出来形管理の監督・検査要領（河川土工編）
TSを用いた出来形管理の監督・検査要領（道路土工編）

施工管理 改定 TSを用いた出来形管理要領（土工編）

TS出来形（舗装工）
監督・検査 策定 TSを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）

施工管理 策定 TSを用いた出来形管理要領（舗装工事編）

•標準的な施工・施工管理方法として採用できるように、2011年度にTS出来形（土工）、TS･GNSS締固め、TS出来形（舗

装工）に関する施工管理要領、監督・検査要領を策定・改正し、2012年度より運用を開始している。

今後の課題

•TS出来形について、土工や舗装工以外への適用工種拡大を図る。

• RTK-GNSSによる出来形管理や加速度応答を利用した締固め管理などの新たな施工管理技術への対応を継続する。



２．２ 情報化施工推進戦略の28課題と達成状況（課題13）

7

課 題 対応方針（情報化施工推進戦略より）

13.建設機械への入力用設
計データ作成の合理化

マシンコントロールシステム等の情報化施工に活用可能な設計情報のデータ交換標準やデータ辞書を
策定し、設計業務における電子納品要領に係わる規定を提案する。

•CIMの検討が進展し、３次元モデルの流通環境が整った時点で情報化施工への活用を図る。

工事発注者の課題

成 果

今後の課題

•ＴＳによる出来形管理に用いる施工管理データ交換標準（案）※を策定し、HPで公開、運用を行っている。

•ＴＳによる出来形管理技術に用いる基本設計データを発注者から提供する試験工事を実施したが、現状、発注者か

ら提供する基本設計データは、修正が発生する可能性が高く、基本設計データの作成自体の手間は大きくないこと、

2次元の図面と基本設計データの両方を提供すると全体として確認作業が増えることから基本設計データは、施工者

が作成することとしている。

•MC/MG技術に必要となる3次元設計データについても、現状は施工者が作成することとしている。

No.19
No.20

EC

施工管理データ交換標準（案）の基本設計データのイメージ

情報化施工機器に搭載する
3Dモデルへの活用が可能

※施工管理データ交換標準（案）：
施工管理データとは、TSによる出来形管

理に必要なデータであり、「基本設計データ」
と計測結果の「出来形計測データ」を含む総
称である。施工管理データ交換標準（案）は、
ＴＳ出来形のシステム間のデータ交換仕様
および出来形管理の納品仕様として位置づ
けられている。

データ仕様については国土技術政策総合
研究所が策定し、HPで公開している。

http://www.nilim.go.jp/ts/index.html

http://www.nilim.go.jp/ts/index.html


２．３ 情報化施工推進戦略の28課題と達成状況（課題17）
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課 題 対応方針（情報化施工推進戦略より）

17.技術情報の収集・整理
各社が開発、実施している情報化施工に関する技術内容を収集・整理し、技術に対する理解や、新たな
技術開発・改良を促進する。

•情報化施工の技術内容を調査・整理し、概要や効果をHP（（一社）日本建設機械施工協会）で公開している。

• 情報化施工機器取り扱い企業のホームページのリンク集をHP （（一社）日本建設機械施工協会）で公開している。

•MC/MG機器の概要を日本建設機械要覧2010（（一社）日本建設機械施工協会）に記載している。

•技術情報を継続的に収集すると共に、定期的な更新を図る。

http://www.jcmanet.or.jp/new/2009/kensyukai1130_01.html（技術概要、効果のHP掲載イメージ）

施工企業等の課題

成 果

今後の課題

http://www.jcmanet.or.jp/new/2009/kensyukai1130_01.htm
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２．４ 情報化施工推進戦略の28課題と達成状況（課題22,23）
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課 題 対応方針（情報化施工推進戦略より）

22.研修内容の整理
情報化施工に必要な技術（機械制御技術、油圧制御技術、ＴＳ・ＧＮＳＳによる測量・測位技術、３次元設計デー
タを扱う情報利用技術など）の実践的な導入・運用方法を習得するための継続的な研修内容を策定する。

23.研修体制の確立 各社がそれぞれ実施している研修を、第三者機関による共同研修として継続的に実施する。

•今後も研修会の継続を図るとともに、研修内容の充実と、新技術への対応を図る。

共通の課題

成 果

今後の課題

※H24.1時点の集計結果

座学の例：概要、要領、監督検査

実技の例：ＴＳ出来形計測実習

座学の例：概要、要領、データ作成

実技の例：MC/MG技術による模擬施工

• 地方整備局や国土交通大学校における職員向けの研修・講習会において情報化施工の技術概要、監督・検査要

領の研修を実施。受講者は延べ約3,852人（H24.1時点）。

• (一社)日本建設機械施工協会に、データ作成からMC/MG技術を用いた施工、施工管理までを行う施工者向けの実

務コース、TS出来形管理を体験する体験コースを実施できる研修施設を開設。受講者は延べ約736人（H24.3時点）。

（一社）日本建設機械施工協会の情報化施工研修会（有償）の受講者数地方整備局等における情報化施工研修・講習会の参加者数



２．５ 情報化施工推進戦略の28課題と達成状況（課題27,28）
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課 題 対応方針（情報化施工推進戦略より）

27.情報発信の強化
産・学・官それぞれにおいて、雑誌、シンポジウム、展示会、技術論文・学術論文など従来の広報活動を
通じて、積極的に情報発信する。

28.情報化施工の導入現場
の公開

情報化施工の導入現場を公開し、具体的な、情報化施工により、先進的なイメージが変わる建設現場に
ついて、イメージ戦略の企画、実施を行う。

※H24.1時点の集計結果
（）は各年度の見学会開催数

情報化施工の導入現場の見学会の開催回数と参加者推移

共通の課題

主な成果

【シンポジウム等での発表】

•年次学術講演会（主催：（公社）土木学会）
•建設機械と施工法ｼﾝﾎﾟﾟｼﾞｳﾑ

（主催：（一社）日本建設機械施工協会）

【雑誌等での広報】

•日本建設機械要覧2010への記載
（（一社）日本建設機械施工協会）

•「建設の施工企画」、「基礎工」、「測量」、「建設機械」等の月刊誌

【展示会等への出展】
•G空間EXPOへの出展（主催：（社）測量協会）
•各地方整備局の技術フェアでの広報

（主催：国土交通省 各地方整備局）



３．１ 施工技術に関する課題(工事発注者)と成果概要
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３．２ 施工管理技術に関する課題(工事発注者)と成果概要（１／２）
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３．３ 施工管理技術に関する課題(工事発注者)と成果概要（２／２）
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３．４ 施工企業等の課題と成果概要
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３．５ 共通課題と成果概要
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

参考資料
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参考 情報化施工推進戦略の個別課題と対応方針等（その１）

17

第8回推進会議資料 抜粋

（注） 重要度：各課題について、情報化施工の普及のために重要性の高いものからⅠ～Ⅲで表現
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参考 情報化施工推進戦略の個別課題と対応方針等（その２）

第8回推進会議資料 抜粋

（注） 重要度：各課題について、情報化施工の普及のために重要性の高いものからⅠ～Ⅲで表現
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参考 情報化施工推進戦略の個別課題と対応方針等（その２）

第8回推進会議資料 抜粋
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